
は じ め に 
 
 
平成 21 年 12 月に施行された「中小企業者等に対する金融の円滑化を図るため

の臨時措置に関する法律」に基づき、「金融円滑化に関する取組方針および体制

の概要」ならびに「実施状況」を公表いたします。 

 

 

【金融円滑化に関する取組方針および体制の概要】 

・金融円滑化に関する取組方針 

・金融円滑化体制図 

・貸付けの条件の変更等の申込みに対する対応状況を適切に把握するための

体制 

・苦情相談を適切に行うための体制 

・債務の弁済に係る負担の軽減に資する措置（貸付けの条件の変更等）をと

った後において、改善又は再生のための支援を適切に行うための体制 

 

 

【貸付の条件の変更等の実施状況について】 

・中小企業者等に対する金融の円滑化を図るための臨時措置に関する法律第 4

条・第 5 条に基づく措置の実施状況（平成 22 年 3 月末時点） 

 
 

以   上 
 
 

平成 22 年 5 月 17 日 

茨城県信用組合 
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金融円滑化に関する取組方針 
 

茨城県信用組合は、信用組合の設立理念である相互扶助の精神に基づき、中小企業や個人事業主

および勤労者の皆さまに対して円滑な資金供給を行い、より一層の支援に取り組んでいくために、

以下のとおり金融円滑化取組方針を定めました。 
当組合は、この方針に基づいて、中小企業や個人事業主および住宅資金をご利用のお客さまから

の相談を真摯に受け止め、問題解決に向けて迅速かつ適切な対応に取り組んでまいります。 
 
（１）ご融資にあたっては、中小企業や個人事業主のお客さまの事業の特性及び事業の状況を勘案

しつつ、できる限り柔軟に対応するよう努めます。 
 
（２）中小企業や個人事業主のお客さまから、事業資金に関するお借入の条件変更等のご相談・お

申込みがあった場合には、お客さまの事業についての改善又は再生の可能性その他の状況を

勘案しつつ、できる限りお借入の負担を軽減するために必要な措置を取るよう努めます。 
 
（３）住宅資金をご利用のお客さまから、お借入の条件変更等のご相談・お申込みがあった場合に

は、お客さまの将来にわたる無理のない返済に向けて、お客さまの財産及び収入の状況を勘

案しつつ、できる限り対応出来るよう努めます。 
 
（４）当組合以外の金融機関からお借入れを行っているお客さまより条件変更等のご相談・お申込

みがあった場合には、お客さまから同意を頂いた上で、守秘義務に留意しながら該当する他

金融機関・外部機関等との間で相互に貸付条件の変更等に係る情報の確認を行うなど、緊密

な連携を図るよう努めます。 
 
（５）中小企業や個人事業主のお客さまに対する経営相談及び経営改善に向けた取組みに関しては、

積極的な支援を行うとともに適切な助言を行うなど、コンサルティング機能の発揮に努めま

す。 
 
（６）貸付条件の変更等お客さまの負担軽減につながる対応を行った後も、経営改善計画の進捗状

況等のフォローアップを行うとともに、継続的に検証し、必要に応じてお客さまへの助言を

行うよう努めます。 
 
（７）お客さまからお借入の条件変更等のご相談・お申込みがあった場合には、迅速かつ誠実な対

応に努めるとともに、その対応に際しては、お客さまとのこれまでのお取引関係やお客さま

の理解、経験、資産の状況等に応じた適切かつ丁寧な説明に努めます。 
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金 融 円 滑 化 体 制 図 
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貸付けの条件の変更等の申込みに対する対応状況を適切に把握するための体制 

 
当組合は、中小企業者及び住宅資金を借入されているお客様から、貸付けの条件の変更等に関

する申込みがあった場合、当組合の業務の健全かつ適切な運営の確保に留意しつつ、申込みに至

った背景や事情、事業や収入に関する将来の見通し、財産その他の状況を総合的に勘案し、貸付

けの条件を変更させて頂くなど、迅速かつ適切に対応しております。また、その対応状況を適切

に把握するため、以下のとおり体制を整備しております。 
 

１．相談・申込受付体制の整備 

（１）当組合は、お客様からの相談・申込みに対応するため、各営業店に金融円滑化に関する相

談等窓口を設置しております。 
 
（２）お客様の利便性向上のためローンセンターに「休日相談窓口」を設置しております。 

 

２．貸付けの条件の変更等に係る案件管理体制の整備 

貸付けの条件の変更等の申込みに対する対応状況を適切に把握・管理するため、金融円滑化対

策本部を設置し、担当役員を配置するとともに、営業店には対応責任者及び担当者を配置してお

ります。 

 
（１）各営業店の担当者は、お客様からの相談及び希望される貸付けの条件の変更等の内容、申

込みに至る経緯等を記録し、迅速な検討・対応を行っております。 
 
（２）受付けた申込みの進捗状況が長期化してお客様にご迷惑がかかるおそれがある場合には、

金融円滑化対策本部が直ちに調査を行い、原因を究明しております。また、金融円滑化対

策本部は再発防止策等を検討・策定し、営業店の金融円滑化対応責任者を通じて、対応・

改善の監督・指導を行っております。 
 
（３）貸付けの条件の変更等の申込みを謝絶する場合には、これまでの取引関係やお客様の知識

及び経験等を踏まえ、謝絶に至った理由をできる限り速やかに、かつ丁寧に説明しており

ます。また、謝絶に至った理由及びその説明時の状況を可能な限り具体的に記録しており

ます。 
 

（４）金融円滑化管理責任者は、貸付けの条件の変更等の相談・申込みに適切に対応するため、

対応状況（審査中、取下げ、謝絶および実行の状況）や問題点に関する金融円滑化対策本

部からの報告を取りまとめ、常勤理事会等に報告しております。 

 
（５）常勤理事会は、貸付けの条件の変更等の相談・申込みの対応状況・問題点に関する報告を
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分析・検討のうえ、必要に応じて、金融円滑化管理責任者及び金融円滑化対策本部に改善

策を指示し、その対応・改善状況を継続的に検証しております。 
 

（６）金融円滑化対策本部は、貸付けの条件の変更等の申込みに対する適切な対応を監督・指導

するため、定期的又は必要に応じて随時、金融円滑化管理に関する研修計画を立案し、直

接又は金融円滑化対応責任者等を通じて、役職員に対し研修を実施しております。 
 
（７）他の金融機関から借入れを行っているお客様から貸付けの条件の変更等の申込みがあった

場合には、各営業店が守秘義務に留意し、個別の申込み案件毎に当該金融機関等間で相互

に貸付けの条件の変更等に係る情報の確認を適正に行っております。 
 

 

 

 

 

苦情相談を適切に行うための体制 
 

貸付けの条件の変更等に関する苦情相談に対して誠実かつ適切に対応するため、当組合の本部

（リスク管理部お客様相談室）、各営業店に相談等窓口を設置し、以下のとおり体制を整備して

おります。 
 
（１）お客様からの苦情相談を受けるため、各営業店の他本部（リスク管理部お客様相談室）に

問合せ窓口を設置しております。 
 
（２）本部及び各営業店の担当者は、貸付けの条件の変更等に係る苦情相談の内容を記録すると

ともに、金融円滑化対策本部に報告を行うこととしております。 

 

（３）金融円滑化に関する苦情等管理簿は、リスク管理部お客様相談室及び金融円滑化対策本部

ならびに営業店において、適切に管理・保存しております。 

 
（４）金融円滑化管理責任者は、本部及び営業店において誠実かつ適切に苦情相談を解決するた

め、対応状況及び再発防止策等に関する報告を取りまとめ、常勤理事会等に報告しており

ます。 

 
（５）金融円滑化管理責任者は、貸付けの条件の変更等に係る苦情相談の対応状況及び再発防止

策等に関する報告を分析・評価のうえ、必要に応じて金融円滑化対策本部に体制の見直し

等を指示し、その対応・改善状況を継続的に検証しております。 
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（６）金融円滑化管理責任者及び金融円滑化対策本部は、申出があった苦情相談について、関係

各部及び各営業店と協力して問題の解決に努めております。 

 

（７）金融円滑化対策本部は、貸付けの条件の変更等に係る苦情相談に対して、誠実かつ適切な

対応及び再発防止を図るため、役職員に対する監督・指導を行っております。 
 
 
 
 
 
債務の弁済に係る負担の軽減に資する措置（貸付けの条件の変更等）をとった後において、

改善又は再生のための支援を適切に行うための体制 
 

当組合は、貸付けの条件の変更等を行った中小企業者等のお客様の経営改善計画の進捗状況を

継続的に把握・検証し、経営再建計画の見直しの支援及び経営相談・指導等によるコンサルティ

ング機能（各分野の専門家との連携を含む）の発揮や、ビジネスマッチングの開催等、当組合の

情報機能やネットワークを活用した支援に取り組んでおります。また、他金融機関、企業再生支

援機構、事業再生ＡＤＲ解決事業者、中小企業再生支援協議会、茨城県中小企業団体中央会など

の外部機関との連携による再生手法を活用するため、以下のとおり体制を整備しております。 
 
（１）金融円滑化対策本部及び企業支援グループと各営業店が連携して、実現性の高い経営改善

計画の策定支援とその後の期中管理を行っております。 

 
（２）企業支援グループと各営業店が連携して、中小企業再生支援協議会等を活用し経営改善・

事業再生支援の取組みを行なっております。 

 
（３）金融円滑化管理責任者は、関係部及び各営業店において、経営改善・再生支援が適切に行

われるため、金融円滑化対策本部からの対応状況・問題点に関する報告を取りまとめ、定

期的又は必要に応じて随時、常勤理事会等に報告しております。 
 
（４）常勤理事会は、経営改善・再生支援の対応状況・問題点に関する報告を分析・評価のうえ、

必要に応じて、金融円滑化管理責任者及び金融円滑化対策本部に改善策を指示し、その対

応・改善状況を継続的に検証しております。 

 
（５）金融円滑化対策本部は、経営改善相談及び再生支援が適切に行われるため、定期的又は必

要に応じて随時、研修計画を立案し、役職員に対し、目利き能力の向上等を目的とする研

修を実施しております。 



法第4条・第5条に基づく措置の実施状況
（平成21年12月4日から平成21年12月末までの実績）

平成22年5月17日
茨城県信用組合

債務者が中小企業者である場合（別表１・２） （単位：百万円・件）

うち、実行に係
る貸付債権の
額・数

うち、謝絶に係
る貸付債権の
額・数

うち、取下げに
係る貸付債権
の額・数

うち、審査中の
貸付債権の
額・数

うち、実行に係
る貸付債権の
額・数

うち、謝絶に係
る貸付債権の
額・数

うち、取下げに
係る貸付債権
の額・数

うち、審査中の
貸付債権の
額・数

債権数 499 153 70 0 0 83 346 101 0 0 245

金額 9,323 6,047 3,305 0 0 2,742 3,275 982 0 0 2,292

債務者が中小企業者であって、当該中小企業者に対し他の金融機関も
貸付債権を有する場合（別表３・４） （単位：百万円・件）

うち、実行に係
る貸付債権の
額・数

うち、謝絶に係
る貸付債権の
額・数

うち、取下げに
係る貸付債権
の額・数

うち、審査中の
貸付債権の
額・数

債権数 45 19 0 0 26

金額 2,080 955 0 0 1,124

債務者が住宅資金借入者である場合（別表５・６） （単位：百万円・件）

うち、実行に係
る貸付債権の
額・数

うち、謝絶に係
る貸付債権の
額・数

うち、取下げに
係る貸付債権
の額・数

うち、審査中の
貸付債権の
額・数

債権数 28 8 0 2 18

金額 344 127 0 38 177

貸付けの条件の変
更等の申込みを受け
た貸付債権の額・数

信用保証協会等によ
る債務の保証を受け
ていなかった貸付債
権に係る債務者のう
ち他の金融機関に対
しても法の施行日以
後に貸付けの条件
の変更等の申込み
が行われたことを確
認することができた
者から、貸付けの条
件の変更等の申込
みを受けた貸付債権
の額・数

うち、信用保証協会等による債務の保証を受けていなかった貸付債権の額・数 うち、信用保証協会等による債務の保証を受けていた貸付債権の額・数
貸付けの条件の変
更等の申込みを受け
た貸付債権の額・数



法第4条・第5条に基づく措置の実施状況
（平成21年12月4日から平成22年3月末までの実績）

平成22年5月17日
茨城県信用組合

債務者が中小企業者である場合（別表１・２） （単位：百万円・件）

うち、実行に係
る貸付債権の
額・数

うち、謝絶に係
る貸付債権の
額・数

うち、取下げに
係る貸付債権
の額・数

うち、審査中の
貸付債権の
額・数

うち、実行に係
る貸付債権の
額・数

うち、謝絶に係
る貸付債権の
額・数

うち、取下げに
係る貸付債権
の額・数

うち、審査中の
貸付債権の
額・数

債権数 1,822 609 410 0 30 169 1,213 853 0 43 317

金額 28,369 17,685 12,686 0 1,193 3,805 10,683 7,601 0 334 2,747

債務者が中小企業者であって、当該中小企業者に対し他の金融機関も
貸付債権を有する場合（別表３・４） （単位：百万円・件）

うち、実行に係
る貸付債権の
額・数

うち、謝絶に係
る貸付債権の
額・数

うち、取下げに
係る貸付債権
の額・数

うち、審査中の
貸付債権の
額・数

債権数 152 106 0 3 43

金額 5,275 3,781 0 588 905

債務者が住宅資金借入者である場合（別表５・６） （単位：百万円・件）

うち、実行に係
る貸付債権の
額・数

うち、謝絶に係
る貸付債権の
額・数

うち、取下げに
係る貸付債権
の額・数

うち、審査中の
貸付債権の
額・数

債権数 94 44 0 18 32

金額 1,229 545 0 219 464

貸付けの条件の変
更等の申込みを受け
た貸付債権の額・数

信用保証協会等によ
る債務の保証を受け
ていなかった貸付債
権に係る債務者のう
ち他の金融機関に対
しても法の施行日以
後に貸付けの条件
の変更等の申込み
が行われたことを確
認することができた
者から、貸付けの条
件の変更等の申込
みを受けた貸付債権
の額・数

うち、信用保証協会等による債務の保証を受けていなかった貸付債権の額・数 うち、信用保証協会等による債務の保証を受けていた貸付債権の額・数
貸付けの条件の変
更等の申込みを受け
た貸付債権の額・数




